
　市政運営の透明度及び公平性を高めるため、市職員の任免や給与等に関し、人事

行政の運営等の状況について、「東根市人事行政の運営等の状況に関する条例」に

基づき、その概要を次のとおり公表します。

　１　任免及び職員数に関する状況

　２　給与の状況

　３　勤務時間その他の勤務条件の状況

　４　分限及び懲戒処分の状況

　５　服務の状況

　６　研修及び勤務成績の評定の状況

　７　福祉及び利益の保護の状況

　８　公平委員会の業務の報告

東根市人事行政の運営等の状況



１　任免及び職員数に関する状況

(1) 職員数に関する状況（平成21年4月2日～平成22年4月1日）

職種 H21.4.1現在 期間内の退職者 期間内の採用者 H22.4.1現在

一般行政等 251 8 9 252

保健師・栄養士 9 0 0 9

保育士・児童厚生員 36 1 0 35

消防職 49 1 2 50

技能労務職 25 1 0 24

合計 370 11 11 370

※ この表での一般行政等は、上記各職以外の者とし、企業職や教育公務員を含みます。

(2) 退職者の状況（平成21年度）

退職事由 定年 勧奨・普通 死亡 その他 計

退職者数 5 5 1 0 11

(3) 競争試験と任用の状況　（平成21年度採用試験）

試験区分 第一次試験日 申込者数
第一次試験
受験者数

第一次試験
合格者数

最終合格者数

上級行政 96 74 15 6

初級行政 49 43 7 1初級行政 49 43 7 1

初級行政（社会経験枠） 37 34 5 2

初級土木 6 5 1 0

消防士 14 13 5 2

消防士
（救急救命士）

2 2 1 0

計 204 171 34 11

H21.9.20



２　給与の状況

Ⅰ　総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

(注) 1 「職員手当」には、退職手当を含みません。

      2 「職員数」は、平成21年４月１日現在の人数です。

(3) 特記事項

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

東根市の給与・定員管理等について

46,448

区　　分

21年度

区　　分

住民基本台帳人口

　　　　　（21年度末）

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

20年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

千円

　　　　　　Ａ

（参考）

17.4

（参考）類似団体平均

　　　　　　　千円

人 件 費

Ｂ／Ａ

歳 出 額

特になし。

職員手当

5,855

19.7

千円

　　　　　　Ａ

　　　　　千円

704,933 2,854,295

給　 料

実 質 収 支 人 件 費 率

　　　　　　Ｂ

　　　　　千円 　　　　　　％

21年度

一人当たり

1,842,904

16,358,742

人　

職員数

千円千円

330 1,209,736 206,949

千円人

一人当たり給与費　　計　　Ｂ 給与費 B/A

426,219

　　　　　千円

期末・勤勉手当

5,585

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

(注) 1 「ラスパイレス指数」とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
　　　2 「類似団体平均」とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

Ⅱ　一般行政職給料表の状況（平成22年４月１日現在）

（ 単位 ： 円 ）

1号給の

給料月額

最高号給の

給料月額

135,600

243,700

185,800

１級 ２級

309,400

222,900 261,900

356,600 390,500

３級 ４級 ５級 ６級

289,200 320,600

403,000 425,100

７級

366,200

459,100

(H17)

96.8
(H17)

94.9

(H17)

97.6(H22)

96.3

(H22)

96.3

(H22)

98.8

90

95

100

105

東根市 類似団体平均 全国市平均



Ⅲ　職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成22年４月１日現在）

　　　　① 一般行政職

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円 円

　　　　② 技能労務職

48.8歳

49.3歳

29人 299,737円

284,514円

区　　分

山形県

国

区　　分

東根市 24人

9人

309,033円

321,722円

287,700円

東根市

類似団体

39.8歳

43.3歳

299,400

325,579

43.9歳

352,886327,906

平均給料月額 平均給与月額

（国ベース）

320,055342,783

379,300

395,666

426,400

―41.9歳

306,982円

351,400

374,248

322,291円

3人

3955人

平均給与月額

564人

298,913円

357,400円 340,500円

平均年齢

－

うち用務員

うち自動車運転手

参考

Ａ/Ｂ

－－

46.1歳 175,500円

321,740円

－

53.8歳 1.51

42.6歳

43.1歳 12人

44.2歳

－

46.2歳 用務員 213,600円

1.81

民間

平均年
齢

職員数
平均給料

月額
平均年

齢

対応する
民間の類
似職種

公務員

平均給与
月額(Ａ)

平均給与
月額(国
ベース)

平均給与
月額(Ｂ)

294,558円
自家用乗用自
動車運転者

－

297,050円

320,499円

286,000円

294,000円

275,200円 318,100円

318,900円

－

310,712円

－

－

うちその他 －

－

－

－－

－

－

－

－

山形県 43.4歳

－ －－

類似団体

国

(注) 1 「平均給料月額」とは、平成22年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

　  　2 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの　　　　　 

　　　　すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

　　　3 「平均給与月額（国ベース）」とは、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手　　　

　　　　当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

      4 「平均年齢」は、10進法で表示しています。

　  　5 「民間」には、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています（平成19年～21年平均）。

　　　6 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致し

　　　　ているものではありません。

      7 年収ベースの「公務員(Ｃ)」及び「民間(Ｄ)」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員にお

　　　　いては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された民間賞与の額を加えた試算値

　　　　です。

参考

東根市 －

うちその他 －4,741,467

民間(Ｄ)

－

年収ベース（試算値）の比較

公務員(Ｃ)

－

2.11

－

1.70

うち自動車運転手 4,968,663

区　　分

Ｃ/Ｄ

3,008,200

2,353,600

5,111,085うち用務員



(2) 職員の初任給の状況（平成22年４月１日現在）

Ⅰ種 円

Ⅱ種 円

円 円 円

円 円 －

円 円 －

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成22年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

区　　　　　分 国

140,100

325,600

山形県

363,900

125,400

212,900

高　校　卒

288,900

大　学　卒

中　学　卒

区　　　　分

高　校　卒

経験年数15年以上20年未満

140,100

125,400

円172,200
172,200

172,200

東根市

経験年数20年以上25年未満

135,600137,200

181,200

140,100

一般行政職

中　学　卒

技能労務職

大　学　卒

高　校　卒

-

222,500

268,300

-

経験年数10年以上15年未満

246,600

技能労務職

高　校　卒

-

278,800

319,000

円
一般行政職



Ⅳ　一般行政職の級別職員数等の状況

(1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成22年４月１日現在）

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

(注) 1 東根市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      2 「標準的な職務内容」とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

32.9

3.7

６級 課長

8

17

２級

５級

係長、主任

18.1

課長補佐

39

21

７級 部長

8.8

7.9

9.7

４級 主査

標準的な職務内容

３級 19.041

職員数

71

19

区　　分

主事、技師１級

副主任

構成比

２級
２級

３級

19.0%
３級

18.5%

４級

18.1%
４級

19.4%

５級

9.7%
５級

10.2%

５級

4.9%

６級

7.9%

６級

7.9%

６級

36.7%

７級

3.7%
７級

3.7%

７級

5.7%

８級

11.5%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

(注) 平成18年に８級制から７級制に変更しています。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ

 　　統合し、８級を６級及び７級に分割しました。）　　　　　

(2) 昇給への勤務成績の反映状況

　
　毎年度１月１日に、各職員の１年間の勤務成績を判定し、昇給の号給数を決定しています。
　現在、人事評価制度について実施および試行しておりますが、昇給への反映には至っておらず、今後勤務成績を昇
給により反映できる仕組みについて検討していきます。

１級

32.9%
１級

29.2%

１級

3.1%

２級

8.8%
２級

11.1%

２級

11.1%

３級

17.7%

４級

9.3%

0%

10%

20%

30%

40%

平成22年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比



Ⅴ　職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（21年度支給割合） （21年度支給割合） （21年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

役職加算　5％～15％ 役職加算　 　5％～20％ 役職加算　 　5％～20％

管理職加算　15％～25％ 管理職加算　10％～25％

(注) 1  (   )内は、再任用職員に係る支給割合です。

      2  「一人当たり平均支給額」は、 企業職分を除いた支給額です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

　

(2) 退職手当（平成22年４月１日現在）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

0.701.50

職制上の段階、職務の級等による加算措置

1.25

東　根　市

2.65 1.25 2.65

国

―

1.45－－ 0.60

2.75

１人当たり平均支給額（21年度）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

１人当たり平均支給額（21年度）

1,6061,271

1.40

　基準日前６箇月の勤務成績に応じて、勤勉率を算定し手当額を決定しています。
　現在、人事評価制度について実施および試行しておりますが、勤勉手当への反映には至っておりません。今後勤務
成績を勤勉手当により反映できる仕組みについて検討していきます。

山　形　県

(2) 退職手当（平成22年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2～20％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 －

(注) 退職手当の「１人当たり平均支給額」は、平成21年度に退職した職員に支給された平均額です。

(3) 特殊勤務手当（平成22年４月１日現在）

特殊勤務手当は、平成20年４月から全廃しています。

33.50

59.28

47.50 59.28

東　根　市

59.28

23.50

59.28

22,831

59.28

30.5523.50

41.34

59.28

33.50

国

41.34

47.50

30.55



(4) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

(注) 1  全会計のうち企業職分を除いた支給内容です。

      2 時間外勤務手当のうち選挙にかかる分を除いています。

      3 休日勤務手当及び夜間勤務手当は含まれておりません。

(5) その他の手当（平成22年４月１日現在）

円

円

円

円

自動車等の場合 2,000～

限度額月額

同

一人につき5,000円加算

住
居

手
当
名

79,937

83,180

254

通
勤

交通機関利用の場合

通勤距離に応じて、月額

限度額月額

11,000

借家の場合

月額

6,500

配偶者のない職員の扶養親族一人まで

月額 13,000

同

国の制度

27,000 円

異

との異同

241

支 給 実 績 （ 平 成 21 年 度 決 算 ）

職員１人当たり平 均支 給年 額（ 平成 20年 度決 算）

職員１人当たり平 均支 給年 額（ 平成 21年 度決 算）

（21年度決算）異なる内容

支 給 実 績 （ 平 成 20 年 度 決 算 ）

月額

満16歳の年度始めから満22歳の年度末までの子については、

扶
養
手
当

55,000

その他の扶養親族

内容及び支給単価

配偶者

無

支給実績

13,276千円

支給区分

無

48,318円

（21年度決算）

109,718円

13,239千円

213,944円

国の制度と 支給職員１人当たり

平均支給年額

34,231千円

円

寒冷地に在勤する職員に支給される手当

東根市の地域区分：４級地、支給期間：11月～３月

扶養親族あり世帯主 円

扶養親族なし世帯主 円

その他の職員 円

管理または監督の地位にある職員に対して支給される手当

部長級 66,400円

課長級 41,600円

祝日法による休日等及び年末年始の休日等において、

正規の勤務時間中に勤務した職員に支給される手当

勤務１時間当たりの給与額×135/100×勤務時間数 

正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前５時までの

間に勤務した職員に支給される手当

勤務１時間当たりの給与額×25/100×勤務時間数 

(注) 企業職分を除いた支給内容です。

休
日
勤
務
手
当

無

7,360

13,366千円

夜
間
勤
務
手
当

管
理
職
手
当

勤

82,404円

22,613千円

寒
冷
地
手
当

同月額

月額

月額

24,500

同

無同

同

17,800

10,200

3,296千円無

無

592,746円17,190千円

137,790円

64,061円



Ⅵ　特別職の報酬等の状況（平成22年４月１日現在）

円 円

円 円

円 円

月分 月額給料（報酬）に40％を加算し、それに

左の月数を乗じた額

月分

（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

退職月の給料月額×勤続月数×56.7/100 円

退職月の給料月額×勤続月数×33.1/100 円

(注)  1 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝48月）

      勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

800,000

1,010,000

695,000

920,000 円

円

円／

円／

455,000

347,500

（参考）類似団体における最高／最低額

円／

任期満了後
11,042,160

495,000

円／

報

酬

2.95

議 員

給

料

435,000議 長

区 分

議 長

市 長

副 市 長

市 長

議 員

市 長

　　（平成21年度支給割合）

385,000副 議 長

360,000

退
職
手
当

備　　　　考

期
末
手
当 副 議 長

副 市 長

274,000

220,000

　　（平成21年度支給割合）

円／

25,038,720

円

440,000

円

234,000

給　料　月　額　等

副 市 長

400,000

2.95



Ⅶ　職員数の状況

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

業務増に伴う補充

業務増に伴う補充

新規事業に伴う補充

育休復職者の調整・退職者不補充

育休復職者の調整

＜参考＞人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

　　　　　 人）

欠員補充

＜参考＞人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

　　　　　 人）

新規事業に伴う配置替え

[ ］ [ ］ ］ ＜参考＞人口１万人当たり職員数 人

(注) 1 「職員数」は、一般職に属する職員数です。

　  　2 [     ]内は、条例定数の合計です。

330

△ 3

△ 1

331

2

対前年
増減数

△ 2

△ 1

職 員 数

62

平成22年

1

5

97.50（類似団体の人口１万人当たり職員数

平成21年

1

1
71.26

52

400

120

3

[     0

1

27

主な増減理由

51.02

（類似団体の人口１万人当たり職員数 72.08

13

234

小　計

衛生

370

19

8

0

事務移管及び配置替え

普
通
会
計
部
門

民生

237

　　　　　　　　区　　分
　部　　門

21

61総務

20

19

8

消防部門

5

42

27

1

22

一
般
行
政
部
門

商工

土木

農林水産

小　計

下水道

　公
　営会
　企計
　業部
　等門

合　　計

水道

教育部門

計

370

40

13

19

51

45

その他

39

78

22

1

72 70

400

労働

税務

議会

79.66

　  　2 [     ]内は、条例定数の合計です。

(2) 年齢別職員構成の状況（平成22年４月１日現在）

　

31

～

27歳 39歳 51歳31歳

36歳 60歳

59歳

～

48歳

～

47歳

44歳

37039 49

55歳

人人

1

人

以上

計

～ ～

20歳

区　分

20歳

23歳未満

～

24歳

～ ～

人

28歳

35歳

293748

～

17 50392

人 人人 人

32歳 56歳40歳

人 人 人
職員数

人 人

28

43歳

～

52歳

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18
構成比

５年前の

構成比

%



(3) 職員数の推移

（単位：人・％）

(注) 1 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

一般行政

教　育

消　防

(▲30％)

(▲3.7％)

17年

248

60

22年
過去５年間

の増減数（率）

41

403

(▲4.9％)

(▲8.2％)

(▲8.6％)

54

335 330362

18年 19年 20年

237

21年

234

331

39

50

46

41

42

52

40

45

51

▲ 31

▲ 2

(▲4.4％)246

38

54

346

239

　　　　　　　　　年 度

部 門 別

240

55

40

355

54

公営企業等会計計

普通会計計

総合計

52

395 384 370376 370

▲ 11

▲ 18

▲ 2

▲ 33



Ⅷ　公営企業職員の状況

(1) 水道事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　　　　　　　

(注) 1 「職員手当」には、退職手当が含まれません。

      2 「職員数」は、平成22年３月31日現在の人数です。

イ　特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成22年４月１日現在）

円 円

円 円

基本給平均年齢

45.0歳

団体平均 546,495366,719

572,891東根市

区　　分

21年度

特になし。

6,567

Ａ 

45.6歳

348,587

計　　Ｂ

263,920 70,940

％

平均月収額

千円

％

実質収支

725,922

千円　　　　千円 千円

人

純損益又は区　分 総費用

一人当たり給与費

職員給与費 　（参考）

給与費 　　B/A職員手当

区　分 職員数

　　　　　　Ａ 給　 料

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

千円

70,940

職員給与費比率

千円

Ｂ 　　　　　　Ｂ／Ａ

（参考）団体平均

期末・勤勉手当

20年度の総費用に占

21年度 11 43,702 11,586 6,449

　　　　　千円 千円 千円

15,652

一人当たり

める職員給与費比率

総費用に占める

9.8 8.9

(注) 1 「基本給」は、給料、扶養手当及び地域手当の合算額です。

      2 「平均月収額」には、期末・勤勉手当等が含まれます。  

      3 「平均年齢」は、10進法で表示しています。

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（21年度支給割合） （21年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

役職加算　5％～15％

イ　退職手当（平成22年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2～20％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

(注) 退職手当の「１人当たり平均支給額」は、平成21年度に退職した職員に支給された平均額です。

1,423

団 体 平 均

１人当たり平均支給額（21年度）

23.50 -30.55

1,609

１人当たり平均支給額（21年度）

-

-

41.34 -

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

33.50

-

団 体 平 均

59.28

-

-

59.28 - -59.28

-

東　根　市

東　根　市

2.65 1.25

15,624

-

47.50



(2) 工業用水道事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　　　　　　　

(注) 1 「職員手当」には、退職手当が含まれません。

      2 「職員数」は、平成22年３月31日現在の人数です。

イ　特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成22年４月１日現在）

円 円

円 円

(注) 1 「基本給」は、給料、扶養手当及び地域手当の合算額です。

      2 「平均月収額」には、期末・勤勉手当等が含まれます。  

      3 「平均年齢」は、10進法で表示しています。

総費用に占める 　（参考）

職員給与費比率

　　　　千円

実質収支

％

める職員給与費比率　　　　　　Ｂ／Ａ

12.913,644

一人当たり給与費

一人当たり

Ｂ

6,309

千円 千円

（参考）団体平均

527,161

677,782

6,822

計　　Ｂ

352,414

　特になし。

東根市 49.8歳 394,652

21年度 8,861

平均月収額

3,224 13,644

給与費 　　B/A

区　　分

千円

14.2

区　分

1,560

給　 料 期末・勤勉手当

96,109 96,213

20年度の総費用に占

平均年齢 基本給

千円

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

％

　　　　　　Ａ

　　　　　千円

千円千円

21年度

区　分 総費用 純損益又は 職員給与費

Ａ 

団体平均

人 千円

2

44.7歳

職員手当

      3 「平均年齢」は、10進法で表示しています。

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（21年度支給割合） （21年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

役職加算　5％～15％

イ　退職手当（平成22年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2～20％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

(注) 退職手当の「１人当たり平均支給額」は、平成21年度に退職した職員に支給された平均額です。

団 体 平 均

1,612

-

-

47.50 59.28 - -

1,564

団 体 平 均

-

-

59.28

- -

--

職制上の段階、職務の級等による加算措置

41.34

東　根　市

１人当たり平均支給額（21年度）

-

59.28

33.50

職制上の段階、職務の級等による加算措置

23.50 30.55

１人当たり平均支給額（21年度）

1.25

東　根　市

2.65

8,755



３　勤務時間その他の勤務条件の状況（平成22年４月１日）

職員の勤務時間、各種休暇等の勤務条件については、市条例・規則において定められております。

(1) 勤務時間　（週38時間45分勤務の一般的なもの）

※ 平成21年４月１日から、休憩時間が午後0時00分～午後1時00分の１時間となるとともに休息時間がなくなり、
　１日の勤務時間が7時間45分となりました。

(2) 各種休暇の概要

1) 年次有給休暇 　１年に付き20日付与（未取得日数分は20日を上限に翌年に繰越可能）

2) 病気休暇 　職員が負傷又は傷病のため療養する必要があり、その勤務しないことが

やむを得ないと認められる場合における休暇

1　公務上又は通勤による負傷又は疾病 必要と認められる期間

2　1以外の負傷又は疾病

ア　結核性傷病 １年以内で必要と認められる期間

イ　高血圧病（脳卒中を含む。）動脈硬化症心臓病 180日以内で必要と認められる期間

　及び悪性新生物による疾病並びにその他の慢性

　疾病で任命権者が特に必要と認めるもの

ウ　精神及び神経に係る疾病で任命権者が特に必

負傷又は疾病の区分

休息時間
１日の

勤務時間
勤務開始時刻 勤務終了時刻 休憩時間

7時間45分午後5時15分午前8時30分 Ｈ21.4.1より廃止午後0時00分～午後1時00分

期　間

ウ　精神及び神経に係る疾病で任命権者が特に必

　要と認めるもの

エ　アからウまでに掲げるもの以外の負傷又は疾病 90日以内で必要と認められる期間

3　負傷又は病気により休職を命ぜられた職員が復職後 60日以内で必要と認められる期間中

　 　において、又は病気休暇を与えられた職員が、休暇の 1日につき必要と認められる時間

　期間満了後において、なお普通勤務が困難な場合

3) 特別休暇 　選挙権の行使、結婚、出産、交通機関の事故その他の特別の事由により

職員が勤務しないことが相当であると認められる場合の休暇

公民権行使

証人、鑑定人、参考人等としての裁判所等への出頭

骨髄移植ドナー登録・提供

社会貢献活動

結婚

女性職員の出産

生後１歳に達しない子の育児

女性職員の生理

妊娠職員の母体・胎児保護のための休息及び補食

妊産婦法定検診

妊娠職員の母体・胎児保護のための通勤緩和

妻の出産

就学前児童の看護

忌引

追悼行事

夏季休暇

感染症発生による健康診断、就業制限、交通遮断

住居滅失又は損壊並びにその回避

必要と認められる時間

必要と認められる時間

必要と認められる期間

1日2回各30分以内

勤務時間の始め又は終わりにつき１日を通じて１時間以内

続柄等に応じ、連続する1～10日以内

15日(恐れがある場合は3日)以内の期間

必要と認められる期間

事　由 期　間

必要と認められる期間

必要と認められる期間

1年において5日の範囲内

必要と認められる期間

産前8週以内　産後8週

連続する5日の範囲内

1年において5日の範囲内

2日以内

7～9月の間に3日の範囲内

1日以内の期間



4) 介護休暇 　職員が、配偶者、父母、子、配偶者の父母その他規則で定める者で、負傷、疾病

又は老齢により、規則に定める期間にわたり日常生活を営むのに支障がある者の

介護をするため、勤務しないことが相当であると認められる場合における休暇

家族の介護 2週間以上6ヶ月以内（無給）

４　分限及び懲戒処分の状況（平成21年度）

(1) 分限処分者数

　 　分限処分とは、公務能率確保の観点から、本人の意に反し、本人の身分を

不利益に変動させる処分

勤務成績がよくない場合

心身の故障の場合

職に必要な適格性を欠く場合

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、

過員を生じた場合

刑事事件に関し起訴された場合

※ 前年度から引き続く処分を除いています。

降給休職免職降任

事　由 期　間

(2) 懲戒処分者数

　懲戒処分とは、職員の一定の義務違反に対し、道義的責任を問うことにより

公務の規律と秩序を維持することを目的とする制裁的な処分

信用失墜行為

監督責任

５　服務の状況

(1) 営利企業等への従事許可

　地方公務員法の規定により、職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利企業の役員等への就任、

自ら営利企業を営むこと及び報酬を得て事業に従事することができません。これは、職員の職務専念義

務が損なわれることを未然に防止するため、また、職務の公正を確保し、職の信用を保持するための規制

措置です。

(2) 職務専念義務の免除

　地方公務員法の規定により、法律その他条例に特別の定めがある場合を除き、職員はその勤務時間中、

職務に専念する義務が課せられています。

　例外的に、職務専念義務が免除される場合の主な例として次のものがあります。

・ 研修を受ける場合

・ 国又は他の地方公共団体、学校その他の公共的団体から依頼を受けて講演等を行う場合

・ 厚生事業への参加

戒告 免職減給 停職



６　研修及び勤務成績の評定の状況

(1) 職員研修の実施状況（平成21年度の主なもの）

　

64人3件

1件

専門実務
研修

95人

195人

　国内派遣研修

職場
研修

自主
研修

　職員が自らの意思に基づいて、個別
的又は集団的に行う自主的な研修。

　職場研修

54件
派遣

　職員に対し、その職務の複雑さと責
任の度に応じて行う新規採用職員研
修、一般職員研修、監督者研修及び
管理者研修。

10件
　新採職員研修、初・中・上級・技
能労務職員研修、課長・課長補
佐・係長級職員研修

40件

　上記研修のほか、市長が必要と認め
て行う研修をいう。

　環境ＩＳＯ研修、友好都市交流
研修、メンタルヘルス研修、人事
評価制度研修

　職員に対し、その分掌事務を遂行す
るに必要な専門的又は実務的な知
識、技能及び態度等を修得するため
に行う研修。

16件

　パソコン研修、法制執務研修、
派遣による実務研修

特別
研修

研修体系 主な概要

基本
研修

　所属長が、所属職員に対し、日常の
業務又は特定のテーマを設けて行う
研修。

研修の区分

　上記研修のうち、職員を本市の機関
以外の機関又は、団体等に派遣して

　自治大学校、東北自治研修所、
市町村職員中央研修所、山形県

114人

137人

実施研修数 受講者数

3人

(2) 勤務成績の評定状況

ア　昇給

　　職員の昇給について、１月１日に任命権者が各職員の１年間の勤務成績を判定し、昇給の可否を決定し

　ています。

イ　昇格

　　昇任基準を満たした時期に、任命権者が当該職員の在級期間の勤務成績を判定し、昇格の可否を決定

　しています。

54件
派遣
研修

総　計　〈延べ〉　

以外の機関又は、団体等に派遣して
行う研修。

市町村職員中央研修所、山形県
市町村職員研修所、海外派遣研
修、その他

124件

137人

608人



７　福祉及び利益の保護の状況

(1) 職員の福利厚生事業の概要

ア　保健事業

　　山形県市町村職員共済組合（以下「共済組合」）が実施主体となり、主に下記のような保健事業を行って

　います。

各種健診

共済総合健診、被扶養者等健診、婦人科検診、配偶者健診助成、

歯周病検診助成等

健康増進事業

健康管理事業

健康生活支援事業

イ　給付事業

　　共済組合、山形県市町村職員互助会及び東根市職員厚生会において、主に次のような給付事業を

　行っています。

<山形県市町村職員共済組合>

　　出産費、埋葬料、休業手当金、育児休業手当金、介護休業手当金等

<山形県市町村職員互助会>

　　結婚祝金、入学祝金、弔慰金等

<東根市職員厚生会><東根市職員厚生会>

　　傷病見舞金、死亡弔慰金、結婚祝金、さつき祝金、出産祝金、退会餞別金、災害見舞金

ウ　貸付事業

　　共済組合において、次の貸付事業を行っています。

住宅貸付、在宅介護対応住宅貸付、普通貸付、特別貸付（医療、入学、修学、結婚、葬祭）

(2) 公務災害の状況（平成21年度）

公務上の災害 2 件

通勤による災害 件

区分 認定件数



８　公平委員会の業務の報告

(1) 勤務条件に関する措置の要求の状況

　措置の要求の制度は、地方公務員法第46条の規定に基づき、職員から、給与、勤務時間その他の

勤務条件に関する措置の要求があった場合に、これを審査し、判定を行い、その結果、要求が適当

なものと判定した場合には、権限を有する機関に必要な勧告を行うものです。

ア　平成21年度処理状況

0 0 0 0 0

イ　平成21年度に処理した事案の概要

(2) 不利益処分に関する不服申立ての状況

　不服申立ての制度は、地方公務員法第49条の２の規定に基づき、職員から懲戒その他その意に反する

不利益な処分について不服申立てがあった場合に、これを審査し、不服申立てに理由があると認めた場

合は、処分の取消し、修正の裁決を行い、また、必要がある場合には、処分者に対し、その処分によって

受けた不当な取扱いを是正するための指示を行うものです。

処理状況

平成20年度末

係属件数

平成21年度中

要求件数

要求事項

なし

却下 判定

平成21年度中処理件数 平成21年度末

係属件数

受けた不当な取扱いを是正するための指示を行うものです。

ア　平成21年度処理状況

0 0 0 0 0

イ　平成21年度に処理した事案の概要

平成20年度末

係属件数

平成21年度中

申立件数

処分理由

係属件数

平成21年度末

処分内容

判定

処理状況 審査方法

なし

平成21年度中処理件数

却下




